別紙様式
平成23年度当初予算　　　支出科目　款：土木費　項：土木管理費　目：建設業指導監督費
	事業名: 建設業地域総合産業化支援事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　　県土整備部　建設政策課　建設業担当　電話番号：058-272-1111（内3647）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11650@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：1,200千円（前年度予算額：1,300千円）

	事業内容


	１　事業の内容


農林業との連携など、建設業の経営多角化を図るため、ビジネスモデル連携研究会、建設業と地域の元気回復事業での事業展開を実施してきた建設業の体制を支援し、調査・研究を実施する。また、経営多角化に向け取り組む建設業を対象とする説明会を開催するほか、建設業の経営改善や総合産業化を支援するための相談業務を実施する。
①地域産業連携説明会の開催
林業、農業等の他分野進出を検討している建設業者に対し、これまで建設業と地域の元気回復助成事業等により他産業に取組みを行っている企業等の状況、また、ふるさと雇用再生基金事業により岐阜県建設業協会に設置したコーディネータが蓄積したノウハウを情報提供する説明会を開催し、他分野進出への足掛かりとする機会をつくる。
  　　＊開催回数：５回程度
　　　また、必要に応じて、先進企業による事例発表を行う。
　②建設業総合相談業務の実施
  建設業の経営改善や新分野進出などを支援するため、岐阜県建設業協会に設置したコーディネータとも連携を図りつつ、情報提供を行える窓口を岐阜県建設業協会に設置する。
	２　所要経費


　　旅費、報償費等：1,200千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


　　Ⅰ　安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり
　　　４　暮らしの安全・安心確保プロジェクト
　　　　Ⅳ　社会基盤の安全性強化
　　　建設業の地域総合産業化を支援します。
	２　これまでの取組状況


　　　平成２１年度は、建設業の林業参入に関する研修会・懇談会を計４回開催、建設業の農業参入に関する研修会を１回開催し、建設業者と森林組合や農業協同組合との意見交換等を実施した。
	３　これまでの取組に対する評価


　　建設産業としての本業を維持させていくには、コスト縮減等による経営合理化等を進めるほか、余った人材や培った技術等を他産業に活用していく経営多角化への取組が不可欠である。そのためのノウハウや他産業関連団体との連携等について、県が仲介することにより、新分野への進出に向けた足がかりとなっている。
	決定額の考え方


	１月１５日時点の査定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源
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